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特定健康診査における禁煙の勧奨・支援のための制度化に関する要望書 

 

謹啓 

盛夏の候、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り、厚くお

礼申し上げます。 

さて、平成 20 年度からの特定健康診査（以下特定健診と略す）・特定保健指導について、平成

23 年 4 月から「保険者による健診・保健指導等に関する検討会」が開催され、その実施内容や方

法についての検討が開始されました。これまで指摘されている検討課題として、メタボリックシ

ンドローム（以下メタボと略す）の診断基準や腹囲の基準、非メタボの取り扱い、治療中の者へ

の対応、受診率や実施率の向上策などがありますが、喫煙者への対応も重要な見直しの課題と考

えます。 

喫煙は肺がんをはじめ多くの病気の原因であり、わが国では年間尐なくとも 13 万人以上が喫煙

が原因で死亡していると推定されています 1）。また、循環器疾患の発症リスクの比較において、

喫煙のリスクはメタボとほぼ等しく、喫煙率の高い男性では喫煙の方がメタボより循環器疾患発

症の寄与危険度割合が大きいことが報告されており 2）、循環器疾患予防における禁煙の重要性が

高いことがわかります。 

現行の制度では喫煙はメタボ階層化の追加リスクとして加えられていますが、リスクの大きさ

を考えると、平成 19 年度の公衆衛生学会からの意見表明 3)にも基本的な考え方が示されているよ

うに、メタボの有無に関わらず喫煙者全員に禁煙のアドバイスや情報提供を実施し、やめたい人

には保険治療実施医療機関や薬局を紹介する活動が現場で実施されるよう制度改正が必要と考え

ます。そのためには、特定健診の実施主体である保険者に対して、健診当日に喫煙者に対する禁

煙のアドバイスや情報提供を義務づけるとともに、参酌標準に喫煙率の減尐を新たに加え、特定

健診の場での禁煙勧奨・支援の実行率を高めることが必要です。国際的には、平成 22 年 11 月に

ウルグアイで採択された WHO のたばこ規制枠組条約 14 条（たばこ使用の中止と禁煙治療の促

進）のガイドライン 4）において、保健医療システムにおける禁煙推進の取り組みとして短時間の

禁煙アドバイスを保健医療の場で提供することが求められています。本提案はこのガイドライン

の趣旨にも添うものと考えます。 

つきましては、今後の特定健診の効果的な実施にむけて、健診時の禁煙の指導の強化のための

制度化が実現されますようお取り計らいいただくことを要望します。 

謹白 

 



記 

 

１．対象 

メタボの有無やリスクの大小に関わらず、特定健診を受診する全ての喫煙者を対象とします。 

 

２．実施方法 

 健診当日に 1～2 分程度の禁煙のアドバイスや情報提供を行います。その内容として、①禁煙の

重要性を高めるアドバイスや情報提供と、②禁煙の効果的な方法に関する情報の提供を行います。

その結果、禁煙に対する気持ちが高まった喫煙者には、保険診療の患者要件となっている TDS や

ブリンクマン指数（1 日喫煙本数×喫煙年数）を確認した上で医療機関での保険治療を勧めます。

患者要件を満たさない場合は、OTC 薬を使った禁煙方法等の情報提供を行います。 

これらの指導方法については、すでに指導者向けのマニュアル 5-6)が作成されており、e ラーニ

ングの学習教材 7)も平成 23 年秋には完成するので、指導者研修にも活用できます。 

 

３．期待される指導効果 

 健診の場での短時間の禁煙勧奨・支援の効果については、企業 3 社の定期健康診断の場での準

無作為比較介入研究によると、健診の場での診察担当医師が 1～2 分程度の禁煙のアドバイスや情

報提供を行うことにより、6 ヵ月後および 1 年後の断面禁煙率の補正オッズ比（年齢、喫煙本数

で補正）が各々1.56、1.51、6 ヵ月以内に禁煙したいと考えている喫煙者（熟考期・準備期）に

限定すると各々3.41、3.17 となり、健診の場での禁煙の働きかけは短時間であっても禁煙率を高

めることを示唆する成績が報告されています（図１）8-9)。 

 

４．制度として導入した場合の効果 

わが国で実施されている健診の場に短時間の禁煙勧奨・支援を普及した場合の禁煙推進効果に

ついては、40～74 歳男性の禁煙率を最大で 32.5%、禁煙者を 171,000 人増加させること、禁煙率

の増加効果は短時間の禁煙の保健指導を広く普及させるほど、また禁煙補助薬や禁煙治療の利用

の推奨を強く行うほど大きいことが示されています 10）。 

特定健診に禁煙勧奨・支援を制度として導入することによる経済効果については、最初の数年

間は禁煙治療費が医療費削減額や特定保健指導費削減額を上回るが、累積 6 年目で黒字に転じ、

15 年目には 696 万円の累積黒字になることが報告されています（図２）11）。つまり、禁煙勧奨・

支援をメタボ対策と並行して行うことにより、喫煙率の減尐によって特定保健指導費用の削減だ

けでなく、医療費の削減が期待できます。 

以上 
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兵庫県立尼崎病院院長室内 

電話：06-6482-1521 FAX：06-6482-7430 

E-mail:info@tcr-net.jp 

 



 

 

図１．健診の場での短時間（1-2 分間）の禁煙介入の効果－断面禁煙率 図表７．健診の場での短時間(1-2分間)の禁煙介入の効果-断面禁煙率-

- 6ヵ月後断面禁煙率 -

- 1年後断面禁煙率 -

（注） 補正オッズ比は、年齢・喫煙本数で補正

粗オッズ比（95%信頼区間） 1.56(0.56-4.38) 1.20(0.26-5.43) 3.11(0.58-16.70)

補正オッズ比（95%信頼区間） 1.56(0.56-4.80) 1.10(0.24-5.14) 3.41(0.52-22.44)

粗オッズ比（95%信頼区間） 1.53(0.62-3.78) 1.45(0.46-4.54) 2.50(0.45-13.94)

補正オッズ比（95%信頼区間） 1.51(0.57-3.97) 1.30(0.40-4.19) 3.17(0.43-23.69)

（中村ら、平成21年度厚労省がん研究助成金 望月班）
 

 

 

 

 

 

 

 

図２．特定健診における禁煙介入の経済効果（累積） 図表８．特定健診における禁煙介入の経済効果（累積）

6年目で黒字に転じ、15年目には696万円の黒字となる

大阪府立健康科学センターの健診対象集団を用いて推計
（対象1000人、40-74歳は757人、積極的支援10.8%、動機付け支援9.8%）
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【仮定】 毎年25%が禁煙治療を受診
6ヵ月間継続禁煙率54%（中医協データ）

（平成19年度厚労科学 第3次対がん研究 中村班報告書）  

 

 

 


